
                                      県医療対策課 

看護補助者処遇改善事業の概要 
 

１ 対象期間 

令和６年２月～５月（以降も、賃上げ効果の継続が前提） 

 

２ 対象医療機関 

病院及び有床診療所であって、令和６年２月１日時点で実施要綱の別添に掲

げる診療報酬のいずれかを算定する医療機関 

 

３ 対象職種 

看護補助者（看護補助者として以下の業務※に専ら従事する者）であって、

診療報酬の算定対象となる者 

 

※看護師長及び看護職員の指導の下に行う、原則として療養生活上の世話（食事、清潔、排

泄、入浴、移動等）、病室内の環境整備やベッドメーキングのほか、病棟内における看護用品

及び消耗品の整理整頓、看護職員が行う書類・伝票の整理及び作成の代行、診療録の準備

等の業務 

 

４ 賃金改善等の主な要件 

①令和６年２月分からの賃金改善を行うこと 

※２・３月分は一時金等による支給も可能（その際、４月までに支払う必要がある） 

 

②令和６年４月分以降は、賃上げ効果の継続に資するよう、原則として 

基本給又は毎月決まって支払われる手当の引き上げを行うこと 

 

③「賃金改善開始（予定）の報告」を提出すること 
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５ 補助額の算定 ＝ 実施要綱７で算定された額 

（１）、（２）のいずれか低い方 

（１）実施要綱別添に掲げる診療報酬を算定する病棟毎に、以下の通り算

定された額を合計した額 

 

 

 

 

 

 

 

※常勤換算数の考え方については、実施要綱７（１）イをご参照ください。 

 

（２）令和６年２月～５月において、実際に対象看護補助者の賃金改善及び 

当該賃金改善に伴い増加する法定福利費等の事業主負担分に充てら

れた経費 

 

６ 申請・交付スケジュール（予定） 

・2～4月 実際に賃上げを実施＋「賃金改善開始（予定）の報告」の提出 

      ☆「賃金改善開始（予定）の報告」 提出〆切：3月 29日（金） 

・～5月 実施期間終了 

・6月  処遇改善報告書（実施要綱 別紙様式１）の提出 

・7月  交付決定＋精算交付 

 

７ その他 

①交付決定・精算交付は令和６年６月以降（補助対象期間終了後）となって

いるが、補助対象期間の賃金改善は一旦医療機関の自己負担で行うことに

なるのか。 

→ お見込みのとおりです。 

 

②前回の看護職員処遇改善において看護補助者の賃金改善を実施していた

場合、今回も同一人物について対象とすることは可能か。 

→ 本事業は 2 月以降に看護補助者の賃上げを行う場合に補助するものであり、更なる賃上

げを行う部分に充てるのであれば対象となりますが、他の財源が充てられている既存の

賃上げ部分を対象にすることはできません。 

令和 6 月 2 月～5 月の各月における対

象看護補助者の常勤換算数の平均値 

令和 6 年 2 月～5 月において、対象診

療報酬を算定するための標準的な看護

補助者配置数 

4月 

6,990円 

（6,000 円に法定福利費に

係る事業主負担率に相当

する率を乗じて得た額を加

えて得た額） 

） 
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